

















































































のの、学校教育をいかに実施するかに苦慮していた。そのよう 状況の中で、米軍側が最低限の教育を行うためにとり急ぎ取りかかったのが、子どもたちに教えるために必要な「教材」 、すなわち教科書の作成である。その教科書は謄写版で印刷されたことから、 「ガリ版刷り教科書」と称され、占領下初の教育制度である八・四制下では、正規の教科書として使用され （ガリ版刷り 科書については１で詳述） 。八・四制を廃止し、六・三・三制を導入することにより、それまで使用していたガリ版刷り教科書 は新たな教育課程に対応しきれず、米軍が限られた予算を投じ、沖縄側が労力をかけて実施した 編纂業務が水の泡になるおそれがある。にもかかわらず、沖縄側が六・三・三制を導入したのには、 事情の変化が少なからず関係してい と考えられる。　
ところで、占領初期の沖縄にとって、沖縄戦後の壊滅的な被害からいかに復興していくかが大きな











































教科書」 、 「読方・算数を中心とするもの」 、 「教材 程度を低くする」ことなどが挙げられた。教科書
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教材を多く 、とりわけ「沖縄の道」を重視したものだったと言える。なお、教科書編集課長であった仲宗根政善は、教科書の編集について、 「①日本的な教材は絶対にダメ、②軍国主義的教材もダメ③超国家主義的な教材もダメ、 基本原則 この三つでした
（11
（
」 と回想しているが、 この点に関しては、 個々
の教科書の内容と照らし合わせて詳細に検討する必要がある。　
以上、占領初期の沖縄において、最低限の教育を行うために取り急ぎ作成されたガリ版刷り教科書


















































てくるという前提 下、学校現場ではすでに配給さ ガリ版刷り を、各学校で増刷するなどの方法で対応したと推察される。　【表１】を見ると、ガリ版刷り教科書のほとんどが初等学校用であることが分かる。高等学校のものは、 『高等学校文学教材
　




























」 （以下、 「学校概観」 ）がある。壺屋
初等学校（以下 壺屋小）は、一九四六年一月二七日 戦後最 に那覇市に創立された ある。壺屋地区は、戦後復興のための新産業である陶器・瓦産業の拠点で、その従事者が大量に移住してきた関係で、その子どもたちが通う学校が必要だった。壺屋小は 開校直後から毎日 ように転入児童
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援をしていく。同年一二月一五日の 一一号では 連盟会長伊波普猷 出版社に対し 「刊行された書籍雑誌等を郷里 の人々に送り、精神的糧たらしめ、同時に奮起を促す一助にしたいと念願いたしております
（11
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三制導入における一連の動きから、本土 教科書や 育制度を導入す で本土 の結びつきを保持したいという「本土並み」志向が看て取れる。また、一度却下されたにもかかわらず 最終的 沖縄群島にお て本土の教科書の輸入が実現したのは、文教部による軍政府へ 継続的な働きかけや、連盟によるＧＨＱ及び日本政府に対する教科書発送の請願という下地があったこ が影響してい と言えよう。　
連盟が沖縄へ向けて本土の書籍・教科書等の発送に尽力した背後には、郷土沖縄の復興という強い
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巻、緑林堂書店、一九九四年所収、一八〇‐一 二頁）に示された それには、 「現在検討中の教育課程は、六歳から一四歳のすべての児童に八ヶ年の小学校教育を提供するもので、学校の設備が整ったら義務的にしていく」 （一八〇頁）とある。沖縄側の八・四制導入に対する見解は、川畑篤郎「戦後沖縄の教育状況」一九四六年八月記述（ 「沖縄師範学校からの報告等
　
自昭和二〇年六月至二一年一一月」所収、国立公文書























































































澤健一編著『 『文教時報』解説・総目次・索引』 （不二出版、二〇一七年）には、 「ガリ版刷り教科書ほか」
として、現存するガリ版刷り教科書等（ただし、公共機関に所蔵され 閲覧可能なものに限定）の教科書名及び所蔵が掲載されている（一〇五‐一〇九頁） 。筆者はその部分に関して 集協力を行った。本稿【表１】
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四‐五、 一〇頁（藤澤健一編著『占領下の奄美・琉球における教員団体関係史料集成』第七巻（沖縄群島） 、不二出版、二〇一五年所収） 。
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